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 （令和 4年 1月 31日付け 総務省自治行政局住民制度課長通知） 

＜マイナンバー関係＞ 

49． 電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律 

 施行規則の一部改正等について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・203 

  （令和 3年 2月 15日付け 総務省自治行政局長通知） 

50． マイナンバーカードの汚損等の場合におけるマイナンバーカードの再交付申請の 

 勧奨について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・205 

 （令和 3年 3月 11日付け 総務省自治行政局住民制度課事務連絡） 

51． 新型コロナウイルス感染症の感染状況を踏まえたマイナンバーカードの交付の 

 扱いについて・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・208 

 （令和 3年 3月 19日付け 総務省自治行政局住民制度課長通知） 

52． 各種機関や企業と連携したマイナンバーカードの出張申請受付等の積極的 

 実施について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・210 

 （令和 3年 3月 30日付け 総務省自治行政局住民制度課長通知） 

53． マイナンバーカードの申請件数の急増を踏まえた緊急対応について・・・・・・・・・212 

  （令和 3年 4月 19日付け 総務省自治行政局住民制度課マイナンバー制度支援室長通知） 

54． 個人番号カードの再交付手数料を定める条例について・・・・・・・・・・・・・・・214 

  （令和 3年 4月 28日付け 総務省自治行政局住民制度課事務連絡） 

55． 各業所管省庁への「マイナンバーカードの健康保険証利用の促進及び業界団体 

・個社の取組の好事例の情報提供について」の通知の発出について・・・・・・・・・・215

  （令和 3年 5月 7日付け 総務省自治行政局住民制度課マイナンバー制度支援室事務連絡） 

56． デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律等の公布について・・・216 

  （令和 3年 5月 19日付け 総務省自治行政局長通知） 

57． デジタル改革関連法等の公布について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・222 

 （令和 3年 5月 19日付け 内閣府大臣官房番号制度担当室長・総務省大臣官房総括 

  審議官（マイナンバー情報連携担当）通知） 

58． 番号法関係法令の一部改正について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・227 



  （令和 3年 7月 14日付け 内閣府大臣官房番号制度担当室事務連絡） 

59． マイナンバーカードの申請促進に向けた出張申請受付等の積極的な実施について・・・228 

 （令和 3年 7月 26日付け 総務省自治行政局住民制度課マイナンバー制度支援室長通知） 

60． 令和３年度におけるマイナンバーカード取得促進策及びマイナンバーカードの 

 被保険者証利用の促進等について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・230 

 （令和 3年 7月 30日付け 厚生労働省保険局高齢者医療課・総務省自治行政局 

 住民制度課マイナンバー制度支援室・内閣府大臣官房番号制度担当室事務連絡） 

61． マイナンバーカードの被保険者証利用の初回登録の支援及びマイナンバーカード取得の 

 促進について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・239 

 （令和 3年 7月 30日付け 厚生労働省保険局国民健康保険課・総務省自治行政局 

 住民制度課マイナンバー制度支援室事務連絡） 

62. 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律施行令等の

 一部を改正する政令等の公布について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・242 

 （令和 3年 8月 27日付け 総務省自治行政局長通知） 

63. 「オンライン資格確認」の本格運用開始について・・・・・・・・・・・・・・・・・245

 （令和 3年 10月 18日付け デジタル庁戦略･組織グループ広報戦略チーム・ 

 厚生労働省保険局医療介護連携政策課・総務省自治行政局住民制度課マイナンバー制度 

 支援室事務連絡） 

64． マイナンバーカードの健康保険証の本格運用を踏まえたカード汚損等の場合 

 における再交付申請の勧奨について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・248 

 （令和 3年 10月 22日付け 総務省自治行政局住民制度課マイナンバー制度支援室事務連絡） 

65． マイナンバーカードの普及促進に向けた国税局・税務署との連携について・・・・・・250 

（令和 3年 11月 10日付け 総務省自治行政局住民制度課マイナンバー制度支援室事務連絡） 

66． 新型コロナウイルス感染症予防接種証明書のデジタル化に伴う周知 

 （マイナンバーカード取得促進）について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・258 

（令和 3年 11月 16日付け 内閣官房副長官補室・デジタル庁国民向けサービス 

G（VRS担当）・総務省自治行政局住民制度課マイナンバー制度支援室・厚生労働省 

健康局健康課予防接種室事務連絡） 

67． マイナポイント第２弾（案）の実施に向けた取組について・・・・・・・・・・・・・260 

 （令和 3年 12月 9日付け 総務省自治行政局マイナポイント施策推進室事務連絡） 

68． 子育て世帯への臨時特別給付（令和３年度補正予算分）及び住民税非課税世帯等臨時 

 特別給付金の事務に係るマイナンバー制度に基づく情報連携の特例対応について・・・・264 

 （令和 3年 12月 22日付け 内閣府令和３年経済対策世帯給付金等事業担当室参事官・ 

 デジタル庁デジタル社会共通機能グループ参事官・個人情報保護委員会事務局総務課長通知） 

69． 子育て世帯への臨時特別給付（令和３年度補正予算分）及び住民税非課税世帯等 

 臨時特別給付金の事務に係るマイナンバー制度に基づく情報連携の特例対応への 

 協力のお願い・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・268 

 （令和 3年 12月 22日付け 内閣府令和３年経済対策世帯給付金等事業担当室参事官・ 

 デジタル庁デジタル社会共通機能グループ参事官・厚生労働省老健局高齢者支援課長・ 

 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長通知） 

70． マイナポイント第２弾における公金受取口座の登録について・・・・・・・・・・・・270 

（令和 4年 1月 14日付け デジタル庁デジタル社会共通機能グループ・総務省 

自治行政局マイナポイント施策推進室事務連絡） 

71． マイナポイント第２弾のポイント申込期間等について・・・・・・・・・・・・・・・272 



 （令和 4年 1月 21日付け デジタル庁デジタル社会共通機能グループ・厚生労働省 

 保険局医療介護連携政策課・総務省自治行政局マイナポイント施策推進室事務連絡） 

＜災害支援関係＞ 

72． 「被災市区町村応援職員確保システムに関する要綱」、「災害マネジメント総括支援員 

 等の登録に関する要綱」及び「被災市区町村応援職員確保システムに関する運用 

 マニュアル」の改正について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・274 

 （令和 3年 2月 19日付け 総務省自治行政局公務員部長通知） 

73． 復旧・復興技術支援職員確保システムに関する要綱の改正について・・・・・・・・・357 

 （令和 3年 3月 25日付け 総務省自治行政局公務員部長通知） 

74． 「応急対策職員派遣制度に関する要綱」及び「応急対策職員派遣制度に関する運用 

 マニュアル」の改正について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・396 

 （令和 3年 5月 20日付け 総務省自治行政局公務員部長通知） 

75． 新型コロナウイルス感染症対策に配慮した応急対策職員派遣制度による応援職員の 

 派遣について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・470 

 （令和 3年 6月 21日付け 総務省自治行政局公務員部公務員課応援派遣室事務連絡） 

76． 令和３年度における東日本大震災、平成 28年熊本地震、平成 29年７月九州北部豪雨、 

 平成 30年７月豪雨、令和元年東日本台風及び令和２年７月豪雨等被災市町村に対する 

 市区町村職員の中長期（復旧・復興事業）の派遣について・・・・・・・・・・・・・・476 

 （令和 3年 6月 25日付け 総務省自治行政局公務員部長通知） 

77． 令和４年度における東日本大震災被災団体への人的支援について・・・・・・・・・・479 

 （令和 3年 12月 23日付け 復興庁統括官通知） 

＜新型コロナウイルス関係＞ 

78． 新型コロナウイルス感染症のまん延防止のための出勤回避等の徹底について・・・・・480 

 （令和 3年 2月 4日付け 総務省自治行政局公務員部女性活躍・人材活用推進室長通知） 

79． 「新型コロナウイルス感染症拡大防止において出勤することが著しく困難であると 

 認められる場合の休暇の取扱いについて」の一部改正について・・・・・・・・・・・・481 

 （令和 3年 2月 12日付け 総務省自治行政局公務員部公務員課長通知） 

80． 新型コロナウイルス感染症のまん延防止のためのテレワーク等の推進について・・・・483 

 （令和 3年 3月 1日付け 総務省自治行政局公務員部女性活躍・人材活用推進室長通知） 

81． 緊急事態宣言解除後の出勤回避等の取組について・・・・・・・・・・・・・・・・・484 

 （令和 3年 3月 19日付け 総務省自治行政局公務員部公務員課長・総務省自治行政局 

 公務員部女性活躍・人材活用推進室長通知） 

82． 新型コロナウイルス感染症に係る予防接種に関する合理的配慮の提供について・・・・485 

 （令和 3年 3月 23日付け 総務省地域力創造グループ地域政策課事務連絡） 

83． まん延防止等重点措置実施後の出勤回避等の取組について・・・・・・・・・・・・・488 

 （令和 3年 4月 2日付け 総務省自治行政局公務員部公務員課長・総務省自治行政局 

 公務員部女性活躍・人材活用推進室長通知） 

84． へき地以外の接種会場への看護師及び准看護師の労働者派遣について・・・・・・・・490 

 （令和 3年 4月 16日付け 総務省地域力創造グループ地域政策課長事務連絡） 

85． 緊急事態宣言発令後の出勤回避等の取組について・・・・・・・・・・・・・・・・・491 

 （令和 3年 4月 23日付け 総務省自治行政局公務員部公務員課長・総務省自治行政局 

 公務員部女性活躍・人材活用推進室長通知） 



86． 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律 

 施行規則の一部を改正する省令の公布・施行について・・・・・・・・・・・・・・・・493 

 （令和 3年 4月 23日付け 総務省地域力創造グループ地域政策課長事務連絡） 

87． 非常勤の地方公務員に係る新型コロナウイルス感染症に係るワクチン接種で 

 医療従事者等に健康被害を生じた場合の取扱いについて・・・・・・・・・・・・・・・494 

 （令和 3年 5月 6日付け 総務省自治行政局公務員部安全厚生推進室長事務連絡） 

88． 医療従事者等に該当する地方公務員についての新型コロナワクチン接種に係る 

 考え方について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・495 

 （令和 3年 5月 12日付け 総務省自治行政局公務員部公務員課事務連絡） 

89． 新型コロナワクチン接種に伴う副反応が生じた場合の休暇の取扱いについて・・・・・496 

 （令和 3年 5月 12日付け 総務省自治行政局公務員部公務員課長通知） 

90． 出勤者数の削減に関する実施状況の公表について・・・・・・・・・・・・・・・・・498 

 （令和 3年 5月 13日付け 総務省自治行政局公務員部公務員課長・総務省自治行政局 

 公務員部女性活躍・人材活用推進室長通知） 

91． 公立病院における新型コロナワクチンの接種体制の強化に向けた協力依頼について・・502 

 （令和 3年 5月 18日付け 総務省自治財政局公営企業課・総務省自治行政局公務員部 

 公務員課事務連絡） 

92． 新型コロナウイルス感染症の感染防止に向けた職場における対応について・・・・・・504 

 （令和 3年 5月 24日付け 総務省自治行政局公務員部公務員課長・総務省自治行政局 

 公務員部女性活躍・人材活用推進室長・総務省自治行政局公務員部安全厚生推進室長通知） 

93． 地方公務員についての新型コロナワクチン接種に係る考え方について・・・・・・・・512 

 （令和 3年 5月 27日付け 総務省自治行政局公務員部公務員課長通知） 

94． 「新型コロナワクチンの接種に関する兼業の許可について」について・・・・・・・・515 

 （令和 3年 6月 9日付け 総務省自治行政局公務員部公務員課事務連絡） 

95． 消防職員である救急救命士がワクチン接種業務に従事する場合の任命等及び 

 手当について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・517 

 （令和 3年 6月 11日付け 総務省自治行政局公務員部公務員課長・消防庁消防・ 

 救急課長通知） 

96． 新型コロナウイルス感染症に係る兵庫県対処方針の改定に伴う市町職員の感染防止 

 対策について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・519 

 （令和 3年 9月 29日付け 兵庫県企画県民部長通知） 

97． 孤独・孤立対策ホームページの新設にかかる周知について・・・・・・・・・・・・・520 

 （令和 3年 11月 2日付け 総務省新型コロナウイルス感染症対策等地方連携推進 

 室長代理通知） 

98． 新型コロナウイルス感染症の感染拡大に備えた地方公共団体の機能維持及び 

 必要な業務継続に関する緊急点検等について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・521 

 （令和 4年 1月 14日付け 内閣官房新型コロナウイルス等感染症対策推進室長・総務省 

 自治行政局長・総務省新型コロナウイルス感染症対策等地方連携総括官・総務省 

 自治行政局公務員部長通知） 

99． 新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置の適用期限の延長について・・・523 

 （令和 4年 1月 27日付け 総務省自治行政局公務員部公務員課・女性活躍・人材活用 

 推進室・安全厚生推進室事務連絡） 

＜その他＞ 



100．条例例・規則例等における書面規制、押印、対面規制の見直しについて・・・・・・・524 

 （令和 3年 3月 17日付け 総務省自治行政局公務員部公務員課長・総務省自治行政局 

 公務員部女性活躍・人材活用推進室長・総務省自治行政局公務員部給与能率推進室長・ 

 総務省自治行政局公務員部安全厚生推進室長通知） 

＜資料-給与情報＞ 

101．給与情報第 16号 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・526 

 （令和 3年 3月 17日 総務省自治行政局公務員部給与能率推進室） 

102．給与情報第 17号 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・560 

 （令和 3年 3月 18日 総務省自治行政局公務員部給与能率推進室） 

103．給与情報第１号・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・571 

  （令和 3年 4月 5日 総務省自治行政局公務員部給与能率推進室） 

104．給与情報第２号・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・603 

  （令和 3年 5月 27日 総務省自治行政局公務員部給与能率推進室） 

105．給与情報第３号・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・609 

 （令和 3年 5月 28日 総務省自治行政局公務員部給与能率推進室） 
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108．給与情報第６号・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・628 

 （令和 3年 7月 21日 総務省自治行政局公務員部給与能率推進室） 
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 （令和 3年 8月 4日 総務省自治行政局公務員部給与能率推進室） 
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112．給与情報第 10号 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・655 

 （令和 3年 11月 5日 総務省自治行政局公務員部給与能率推進室） 

113．給与情報第 11号 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・656 

 （令和 3年 11月 24日 総務省自治行政局公務員部給与能率推進室） 

114．給与情報第 12号 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・659 
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